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杏林大学総合政策学部准教授

くの あらた　慶應義塾大学経済学部卒業，同大学院経済学研究科博
士課程修了，博士（経済学）。三菱 UFJ リサーチ＆コンサルティン
グ株式会社研究員，経済産業省通商政策局（出向）などを経て現職。

序　実証研究の進化―木村福成

国際経済学，とりわけそのミクロ面を取り扱

う国際貿易論は，学術分野としての母体である

経済学と，急速にグローバル化が進む現実経済

の双方から強い刺激を受けつつ，興味深い発展

を遂げてきた。特にここ 15 年の実証研究の量

的・質的展開はまさに爆発的と言えるほど大き

かった。「百花繚乱」とも言うべき国際貿易論

の実証研究の一端を紹介したいというのが，こ

の連載企画の意図するところである。特に，統

計データを使って分析を始めてみようという学

部生・大学院生，仕事で統計データに触ってみ

ようとしている企業の方々に，実証研究の面白

さを伝えたい。執筆陣は，この序を書いている

近年，学術分野としての母体である経済学自体の進化，実体経済からの問題提起，利用可能な統計データの
拡大といった要因により，国際貿易論の実証研究は飛躍的な発展を遂げた。本号からスタートするこのリレー
連載では，国際貿易論を専門とする経済学者達が毎回ホットな研究トピックを取り上げ，研究の面白さ，現実
経済との関連性，主要な研究成果，分析手法，利用可能なデータ，研究の社会的・政策的意義，そして今後の
研究課題について，可能な限りわかりやすく解説していきたい。

連載第一回目となる本稿のテーマは「あなたは貿易自由化を支持しますか？」である。「貿易政策に対する
選好の決定要因分析」と呼ばれるこの研究分野は，どのような特性を持った個人が貿易自由化政策に支持（反
対）を表明する傾向にあるのか，経済理論をベースに仮説をたて，それを実証的にプロファイリングすること
を目的としている。分析で着目する特性は，たとえば従事する産業，学歴，所得水準，性別，年齢，家族構成，
居住地，愛国心の強さ，あるいは輸入食品の安全性に対する関心の強さなどである。この研究分野は，世論調
査をはじめとする大規模なマイクロ・データの利用可能性の高まりと，個人の主観的なデータ（表明選好デー
タ）を経済学の実証分析で用いることに対する抵抗感の克服という２つの要因により，近年大いに進化を遂げ
ている。こうした研究により，貿易自由化や FTA 参加に反対する個人や集団が抱く「懸念」や「不安」の原
因を正しく特定できれば，それらを適切に解消・緩和しながら，国全体としてグローバリゼーションの恩恵を
享受するためのバランスのとれた政策メニューを採用することが可能となる。

第1回
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私（木村）を除けばみな 30 代，40 代の気鋭の

若手経済学者であり，普段は小難しい学術論文

を書いている人たちである。その人たちに，今

どのような新しいトピック，新しい分析手法が

生まれてきているのか，またさまざまな実証

データを分析するということがいかに楽しいも

のなのかを，語ってもらう。

国際貿易論の実証研究の大爆発は，経済学か

らの効果的なインプット，現実経済からの問題

提起，利用可能な統計データの拡大と計算能力

の向上という３つの要素が相互に絡み合いなが

らもたらされた。応用経済学の一分野である国

際貿易論は，完全競争下の一般均衡モデルとい

う古くからのベンチマーク・モデルを保持しな

がらも，不完全競争やゲーム理論を取り入れた

「新」貿易理論，firm	heterogeneity（企業の異

質性）と市場参入のための固定費用を導入し

た「新々」貿易理論を重層的に展開してきた。

特に，Melitz	(2003) から始まる「新々」貿易理

論が生産性等の異なる企業の共存を許容したこ

とは，理論と実証研究の新たな連携をもたらし

た。同時に，個々の企業や事業所などを時系列

で追跡できるデータをパネル・データと言う

が，それを分析するための計量経済学的手法が

開発・拡張され，経済学的因果関係をより純粋

に抽出するための difference-in-difference 法

（差分の差分法）などが普及した。

現実経済からの問題提起も大きかった。企業

活動のグローバル化は国際間取引チャンネルの

多様化をもたらし，そうした動きが事実上の経

済統合を深化させてきた。経済統合は一律に進

行しているのではなく，動きやすいものと動き

にくいものがまだら模様になりながら進んでい

る。特に先進国と新興国・発展途上国との間で

は不均一性が顕著であり，それが翻って国際的

生産・流通ネットワークの存立基盤となってい

る。さらに，生産・流通ネットワークにおける

新興国・発展途上国の役割が大きくなってきた

がゆえに，貿易・投資の自由化や企業が直面す

るビジネス上の新たな課題に対応するための国

際ルール作りが極めて重要になった。世界貿易

機関（World	Trade	Organization：WTO）成

立後の地域経済統合ブームは，そのような時代

の要請に応えようとする動きとも解釈できる。

そうした中，事前・事後の政策効果分析は現

実の政策立案過程においても極めて重要とな

り，たとえば計算可能な一般均衡（Computable	

General	Equilibrium：CGE）モデルの開発・

普及も進んだ。また，そもそもなぜ産業によっ

て残存する貿易障壁の程度が異なっているのか

という点については，一般均衡モデルに政治的

変数を組み込んだ政治経済学的な分析枠組みの

もとで実証研究が進んできた。

利用出来る統計データの拡大と計算能力の向

上も実証研究の発展に大いに貢献した。企業・

事業所単位のマイクロ・データがかなり広範に

使えるようになったことは大きい。企業活動の

グローバル化が進む中，企業・事業所単位の

データを使わなければわからない問題は山ほど

ある。多くの実証研究者はマイクロ・データと

格闘する日々を送っている。しかし，ほとんど

の企業・事業所データの個票は，秘匿性確保の

ために一定の利用制限が設けられているため，

学生や一般人が使用するのは難しいかも知れな

い。さわさりとて，昔からアクセス可能なデー

タ，たとえば国際貿易データでも，以前は思い

もつかなかったような分析手法が次々と開発さ

れている。

国際貿易データの分析と言うと，かつて

は，まずシェアと成長率を表計算し，その
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後， 純 輸 出 比 率， 顕 示 比 較 優 位（Revealed	

Comparative	Advantage：RCA）指数，ある

いは産業内貿易指数（グルーベル＝ロイド指

数）を計算する，といったところがせいぜいで

あった。しかし，詳細な品目分類のデータを用

いればさまざまなことができる。産業内貿易と

言っても，輸出単価と輸入単価の差の大小を使

えば，水平的産業内貿易と垂直的産業内貿易を

分離することが可能である。同時に，輸出入単

価と品質に関する検討も進んだ。また，細品目

×貿易相手国ペアのベースで貿易の「有無」を

観察するゼロ貿易の研究は，貿易の「額」ば

かりにとらわれがちであった実証的観察に新

しい視点を提供し，貿易額の変化を intensive	

margin（企業あたり平均貿易額，品目あたり

平均貿易額，貿易相手国あたり平均貿易額な

ど）の変化と extensive	margin（貿易企業数，

貿易品目数，貿易相手国数など）の変化とに分

離する方法を生み出した。残念ながら日本では

データの利用可能性に制約があるが，世界の多

くの国では，貿易を行っている個々の企業の

データと貿易データを接続したデータセットに

基づく分析や，企業ベースでの自由貿易協定

（Free	Trade	Agreements：FTAs）等の利用

状況などの情報を用いた分析も進んでいる。

計算能力の向上も目覚ましい。60 代以上の

方々は，メインフレームのコンピュータにパン

チカードを入れて計算した経験がおありだろ

う。いまや，皆さんの目の前のパソコンで，か

なりの計算が可能となった。gravity	model（重

力モデル）の計算などは，初めて統計ソフトに

触る学部生の演習課題となっている。このモデ

ル，一応の理論的お墨付きを得て，使い勝手の

よい国際貿易データ分析のプラットフォームの

１つとなった。

新しいデータ開発も進んでいる。今のはやり

は付加価値貿易データ。国際産業連関表という

極めて古くさいと思われていたデータセットか

ら，このようなおもしろいデータが創出され

た。まだまだ元データの質の向上が求められる

が，たとえば中国からアメリカに輸出されてい

るコンピュータは Made	 in	China と分類され

ているが，こうした品目の輸出額のうち，一体

どれだけが中国自身によって生み出された付加

価値なのかなど，興味深い分析も行われてい

る。モノの貿易以外，たとえばサービス貿易の

データには未だ統計上の限界があるが，データ

の整備にともない，今後さまざまな分析の可能

性が提示されるであろう。

というわけで，個々の詳しい解説もなく「百

花繚乱」のフラッシュトークをお届けしたが，

早速内容にはいっていこう。今回のテーマは

「貿易政策をめぐる人々の態度はどのように決

まるのか？」である。政治学者とのコラボも進

めている杏林大学の久野新氏にご登場願おう。

貿易政策をめぐる人々の態度は 
どのように決まるのか？―久野　新

１　貿易政策をめぐる意見の対立

消費増税，原発再稼動，あるいは憲法改正な

ど，特定の政策のあり方や是非をめぐり人々が

異なる立場や見解を表明し，論争に発展するこ

とは珍しいことではない。貿易政策もその例外

ではなく，貿易自由化や地域経済統合の是非を

めぐっては，国や時代を越えて賛成派と反対

派の間で激しい論争が展開されてきた（Irwin,	
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1996）。日本における象徴的な例としては，

2015 年 10 月に大筋合意された TPP（環太平

洋パートナーシップ）協定に日本が参加すべき

か否かをめぐり展開された論争があげられる。

一般的に，新聞やテレビが TPP をめぐる有権

者の反応や利害の対立構造を紹介する際には，

「農業と製造業の間の対立！」など，極端な二

元論にデフォルメして報道される傾向がある。

しかしながら，農業従事者の中にも TPP 参加

に前向きな有権者はいるし，製造業やサービス

産業従事者の中にも TPP 参加に消極的な有権

者はいる，というのが実態である（表１）。つ

まり，ある人が従事する産業だけで，その人が

特定の貿易政策に対して表明するスタンスを説

明・予想することには限界がともなうのである。

近 年， 特 定 の 貿 易 政 策 に 対 し て 個 々 の

有 権 者 が 表 明 す る 態 度（ 表 明 選 好：stated	

preference）がいかなる経済的・非経済的な要

因により決定されるのか，その「見えないルー

ルブック」を実証的に明らかにしようとする試

みが経済学者や政治学者の間で盛んになされて

いる。換言すると，どのような特性を持った人

が貿易自由化を支持または反対する傾向にある

のか，経済理論をベースに仮説をたて，それを

実証的にプロファイリングするという研究であ

る。まるでテレビに登場する FBI の行動分析

官が行うような仕事だ，と思われた読者もおら

れるかもしれない。分析で着目する特性とは，

たとえば従事する産業，学歴，性別，年齢，家

族構成，居住地，地元への愛着や愛国心といっ

た価値感などである。それではなぜ，この研究

分野が重要視されているのであろうか？　それ

は，この見えないルールブックの全体像を解明

しておくことが，貿易自由化や FTA への参加

に反対する個人や集団の属性，そして彼らが抱

く「懸念」や「不安」の真の原因を特定し，そ

れらを解消・緩和しながら国全体としてグロー

バリゼーションの恩恵を享受するためのバラン

スのとれた政策メニューを検討するうえで，極

めて有益なヒントを提供してくれるからである。

以下では，この「貿易政策に対する個々人の

スタンスはどうやって決まるのか？」という，

最も根源的で，最もミクロなトピックに焦点を

当て，実証分析の理論的裏付け，同分野の研究

が発展した経緯，そして実証分析の具体的な方

法論やデータの利用可能性などについて紹介し

ていきたい。

２　実証分析の理論的裏付け

貿易政策に対する個人の選好の決定要因を実

証的に解明する際にベンチマークとされている

のは，経済学部の学生であれば必ず勉強するこ

とになる伝統的な貿易理論である。貿易理論

は，貿易の自由化は国レベルの社会的厚生を高

表１　TPP参加をめぐる有権者の選好の分布（産業別）
（％）

賛成 反対

農林漁業 28.6 57.1
新聞・放送・出版・広告・映画製作業 33.3 41.7
医療・福祉サービス業 38.5 33.9
小売業 40.6 33.7
卸売業 50.0 30.4
電気・ガス・熱供給・水道業 43.5 30.4
その他サービス業 46.1 30.2
情報・通信サービス業 49.5 29.0
公務 48.4 26.4
教育・研究サービス業 46.6 26.2
金融・保険業 53.6 26.2
現在仕事をしていない 41.4 25.4
運輸業 61.5 23.1
建設業 55.7 21.5
製造業 56.7 21.4
法律・会計サービス業 62.5 18.8
飲食店 54.8 9.7

（出所）久野（2012a）。



世界経済評論　2016 年 3 月 4 月号86

　リレー連載　　百花繚乱：国際経済学における実証研究

める一方，それが個々人の所得水準に与える影

響の方向性は一様でないことを示唆している。

たとえば貿易が自由化されると，海外との間の

ビジネス・チャンスの拡大により一部の労働者

や資本家が受け取る所得が高まるほか，国内の

無数の消費者も生活コストの低下や商品選択肢

の拡大といったメリットを享受する。他方，自

由化によって国内に輸入品が流入する結果，別

の労働者は所得低下や失業といった経済的損失

に直面する可能性もある。仮に有権者が貿易自

由化の結果として自分自身が直面する「経済的

な損得の方向性」について関心をもち，かつそ

れを合理的に予想できるのであれば，彼らは貿

易理論から導かれる所得分配上の含意と整合的

に貿易政策に対するスタンスを決めるはずであ

る，という仮説のもと，それを検定する，とい

うのがこの研究分野における基本的な分析の枠

組みとなる。

たとえば，労働や資本といった生産要素が産

業間を摩擦なしに移動できる「長期の世界」を

描写した２財２要素の Heckscher=Ohlin モデ

ルの含意を思い出してみよう。これらのモデル

の理論的帰結は，「自国に豊富に賦存する生産

要素の保有者は貿易自由化により得をし，希少

な生産要素の保有者は損をする」というもので

ある（いわゆる Stolper=Samuelson の定理）。

多財多要素の Heckscher=Ohlin=Vanek（HOV）

モデルについても，一定の条件のもと，同様の

帰結がもたらされる（Balistreri,	1997）。これ

らの理論が正しいならば，たとえば熟練労働者

が豊富な国では，熟練労働者は非熟練労働者と

くらべて貿易自由化を支持する傾向が観察され

るはずである（実証分析では，熟練度（スキル）

の程度は学歴や賃金水準などで測られる）。他

方，生産要素が産業間を円滑に移動できない短

期の世界を描いた特殊要素モデルを前提とする

と，各人が保有する生産要素の種類とは無関係

に，貿易自由化の結果「比較優位産業（輸出産

業）に従事する人々が得をし，比較劣位産業

（輸入競合産業）に従事する人々が損をする」

ことが予想される。したがって，たとえば日本

であれば，小麦農家と比較して自動車産業の従

事者は貿易自由化を支持する傾向が強いはずで

ある。

以上を総合すると，仮に有権者が長期的な損

得を重視しているのであれば「自分が保有する

生産要素の種類」に応じて，仮に短期的な損得

を重視しているのであれば「自分が従事する産

業」に応じて，そして仮に長期と短期両方の損

得を重視しているのであれば生産要素と産業の

双方に応じて貿易自由化に対する自身のスタン

スを決めているはずである。以上が，貿易政策

に対する選好の決定要因を解明する実証分析に

おいて必ず検定されるベンチマークの仮説であ

る。

３　研究の発展の経緯

「貿易政策に対する選好の決定要因」に関す

る実証分析は，「研究者が利用できる統計デー

タの拡大」と「主観的なデータを用いた実証分

析の市民権の拡大」という，２つの望ましい環

境変化とともに進化を遂げてきた。以下では，

この分野の研究がどのように発展してきたの

か，簡単に振り返ってみたい。

⑴　初期の実証分析

有権者の表明選好に関するマイクロ・データ

が容易に入手できなかった時代の研究者たち

は，選挙区ごとに集計された有権者の投票デー
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タ，あるいは特定法案に対する政治家の議会内

投票データを用いて前節の仮説を検定しようと

試みた。たとえば Irwin（1994）は，自由貿易

の是非をめぐる事実上の直接投票ともいわれた

1906 年のイギリス総選挙の結果に着目した。

そして彼は，自由貿易維持を掲げた自由党の得

票率が，各選挙区における輸出産業従事者の

シェアと有意かつ正の関係にあることを示し，

有権者は短期の貿易理論と整合的に投票を行っ

たと結論づけた。他の研究者たちは，貿易自由

化を推進する法案に対する議員の投票パターン

が，地元選挙区の産業構造（あるいは献金を受

けた産業）により決定されるのか，地元選挙区

に多く賦存する生産要素の種類（あるいは献金

を受けた生産要素オーナーの種類：経営者団体

や労働組合）により決定されるのかを検証し

た（Kaempfer	and	Marks,	1993;	Baldwin	and	

Magee,	2000;	Beaulieu,	2002a など）。

しかしながら，こうした間接的なデータを用

いると，どうしても測定誤差バイアスの問題が

生じる。たとえば総選挙の最大の争点が貿易自

由化の是非であったとしても，有権者がその他

の要因を考慮して政党や政治家を選択していた

可能性は依然として排除できない。また，特定

法案に対する議員の投票行動についても，大統

領と議員の間で，あるいは議員同士で法案横断

的に票の取引が行われている可能性もあろう。

このように，集計されたデータや間接的なデー

タを利用する限り，それらが本当に有権者の選

好を正しく反映しているのか，という根本的な

問題がついてまわる。

⑵　実証分析を発展させた２つの環境変化

こうしたなか，1990 年代後半以降，貿易政

策をめぐる有権者の選好の決定要因を直接的に

解明する試みが徐々に始まった。こうした研究

が可能となった背景としては二点あげられる。

第一に，貿易政策に関する有権者の表明選好を

含んだマイクロ・データ（世論調査の個票デー

タなど）の利用可能性が高まったという点であ

る。インターネット技術の普及は，世論調査な

ど大規模な調査の実施コストを劇的に低下させ

たのみならず，個票データを含む調査結果の利

用可能性を高めるうえでも大きな役割を果たし

た。

第二に，経済学という分野において表明選好

のデータを用いた実証分析が徐々に市民権を獲

得した点である。社会学や心理学と異なり，従

来経済学の分野では，アンケート回答者が表明

した「主観的な意見」を実証研究に用いること

を邪道とみなす風潮があった。アンケートにお

ける質問項目の順序，質問文の表現方法，提示

する選択肢の順番，選択肢の尺度の間隔の設定

方法，調査の実施方法（郵送式か面談式かな

ど）により回答者が影響されてしまう可能性が

あるためである（Bertrand	and	Mullainathan,	

2001;	Hiscox,	2006）。しかしながら，近年たと

えば「幸福の研究（Happiness	Research）」が

脚光を浴びているように，主観的なデータを用

いることの限界を認めつつも，それを活用した

研究を行うことの意義が経済学の分野でも徐々

に評価されるようになってきた。

⑶　過去の実証研究の成果

マイクロ・データを用いて貿易政策の選好

決定要因を分析した先駆的な研究は Balistreri

（1997） で あ る。 彼 は 米 加 自 由 貿 易 協 定

（CAFTA）の是非に関するカナダの有権者の

表明選好データを用いて，人々が長期の HOV

モデルの予想と整合的に態度を表明したことを
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示した。米国の有権者データを用いた Scheve	

and	Slaughter（2001）も，人々は従事する産

業とは無関係に，HOV モデルの予想どおり

保有する生産要素の種類（スキルの水準）に

依存して選好を表明する傾向があることを指

摘した。Scheve らが用いたデータセットに

新たな年のデータをプールして推定し直した

Blonigen（2011）も，スキルの水準（教育年数）

と貿易政策に対する選好との間に有意な関係性

があると結論づけた。

他 方，Balistreri（1997） と 同 じ カ ナ ダ の

データセットを用いた Beaulieu（2002b）は，

Balistreri による変数の作成方法の問題点を指

摘したうえで，CAFTA に対する有権者の選好

は HOV モデルのみならず特殊要素モデルとも

整合的であったことを示した。またクロス・カ

ントリー・データを用いた Mayda	and	Rodrik

（2005）も，各国有権者の選好が HOV モデル

と特殊要素モデルの双方と整合的であると報告

している。日本の有権者のデータを用いた久

野（2012a，	2012b）も，貿易自由化や FTA 参

加に対して有権者が表明する態度はスキルの水

準と従事する産業の双方と有意な関係があるこ

とを明らかにした。同じく日本で一万人規模の

アンケート調査を実施して分析を行った伊藤他

（2014）も，個人のスキル変数と従事する産業

属性の双方が貿易政策の選好に影響していると

結論づけている。

以上をまとめると，多くの実証研究では，「保

有する生産要素の種類が有権者の選好決定に影

響を与える」という結果が示されている。また

日本のデータを用いた研究をふくめ，「従事す

る産業も同時に影響している」との結果を報告

している研究も少なくはない。いずれのケース

においても，有権者はある意味「経済人として

合理的」に貿易政策への選好を決定している側

面があることが確かめられた。

⑷　選好に影響を与えるその他の要因

マイクロ・データを用いた先行研究による

と，上記の経済的な要因に加え，さらに地域特

性，個人特性，あるいはその他の「非経済的」

な要因も貿易政策に対する選好決定に影響を与

えていることが明らかになりつつある。

たとえば地域特性については，農業就業者比

率が高い地域に居住する有権者は，たとえ自

分が農業従事者でなくとも保護貿易政策を選

好する傾向がある（伊藤他，2014）。個人特性

のうち性別については，日本の事例を含む多く

の先行研究において，男性と比較して女性の方

が保護主義的な態度を表明する傾向にあること

が報告されている。伊藤他（2014）は，学歴や

従事する産業に加えて「輸入食品の安全性に対

する関心や懸念の強さ」をコントロールしても

なお，女性の方が保護主義的な態度を示す確率

が高いことを示した。年齢と貿易政策に対する

選好の関係に関する結論は先行研究においても

一様ではないが，日本の最近のマイクロ・デー

タを用いた研究では，若者ほど保護主義的であ

り，年齢を重ねるほど自由貿易政策を選好する

という興味深い傾向が観察されている（久野，

2012a；伊藤他，	2014）。自分が住んでいる地域

や国への愛着の程度も貿易政策に対する選好に

影響している。たとえば，自分が居住する都道

府県への愛着が強い有権者，あるいは自国の政

治的影響力や自国の歴史について誇りに思って

いる有権者ほど保護主義的な態度を表明する傾

向にある（Mayda	and	Rodrik，	2005；久野，

2012b）。
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４　実証分析の方法論と 
データの入手方法

ここまでの文章を読んで「自分でも同様の分

析をしてみたい」と思って頂いた読者のため

に，以下では，実証分析の方法論とデータの入

手方法についてごく簡単に触れておきたい。

多くの先行研究では，有権者が自由貿易と保

護貿易のいずれかの政策を選択する二値選択モ

デル（binary	choice	model）の枠組みを適用

して実証分析を行っている（もちろん，被説明

変数として二値変数ではなく順序変数を用いた

分析も可能である）。はじめに，貿易を自由化

した際に有権者が直面する効用の変化分（左

辺）が，個人，産業，地域レベルの各種変数

（以上右辺）の線形関数であると仮定する。た

だし左辺の効用変化分は観察不可能な潜在変数

（latent	variable）であり，これが正の値をとる

場合には自由貿易支持を，負の値をとる場合に

は保護貿易支持を表明すると仮定し，プロビッ

トまたはロジット・モデルの推定を行う。

通常，被説明変数には世論調査等の個票に含

まれる貿易政策に関する選好データが用いられ

る。インターネットの登場により，より安価

に，よりスピーディーに自分の研究用にカスタ

マイズされた世論調査を WEB 上で実施するこ

とも可能となってきている。事実，実証分析の

練習目的で友人や家族の協力を得てアンケート

調査を行うのであれば，google のアンケート・

フォーム機能等を使って簡単に WEB 上で調査

を行うことも可能であろう。しかしながら，学

術論文として耐えうる分析を行うためには，性

別，年齢，地域などに偏りが生じないよう，数

千の規模で標本抽出を行う必要が生ずるため，

個人の力で行うには限界がともなう。何千人も

のモニター会員を抱える専門の調査会社等に委

託し，WEB アンケートの実施を代行してもら

う方法も考えられるが，これには数十万から数

百万円の予算が必要となる。

そ こ で 是 非 お す す め し た い の が，ISSP

（International	Social	Survey	Program）のもと

で実施された ISSP National Identity のデータ

セットの活用である。これは日本を含む数十カ

国が共同で実施した国際的な世論調査プロジェ

クトであり，各国で無作為抽出された個人に対

して貿易自由化や外国人労働者受入れといった

政策選好のほか，性別，年齢，学歴，職業，政

治信条，愛国心，地域など個人特性に関する質

問を行い，その結果を国際比較可能な形でデー

タベース化したものである。つまり，ISSP 

National Identity は実証分析で必要な被説明変

数と説明変数群のすべてを一度に，しかも国際

比較可能な形で入手できる理想的なデータセッ

トなのである。被説明変数には貿易政策に関す

る政策選好データを，説明変数としては HOV

モデルの検定のためにはスキル変数（たとえば

最終学歴）を，特殊要素モデルの検定のために

は従事する産業変数を右辺に含めたうえで，そ

の他のコントロール変数や個別に分析したい変

数を含めれば良い。図１のとおり，同データ

ベースに含まれる日本のデータを用いてスキル

別，産業別，男女別に自由貿易に対する支持の

程度に関する平均値を比較しただけでも，理論

や先行研究と整合的な結果を観察することがで

きる（平均の差の検定はいずれも 1％水準で有

意であった）。これまで同調査は 1995 年，2003

年，2013 年の三回にわたり実施されており，

データベースは一般に公表されている（http://

www.issp.org）。興味を抱いた方は是非データ
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ベースにアクセスして，実証分析にチャレンジ

して頂きたい。

５　おわりに

日本の有権者は，スキルの程度や従事する産

業といった経済的な要因のみならず，年齢，性

別，地元への愛着，愛国心といった様々な要因

によって自身の貿易政策に対するスタンスを決

定している。以上の結論は，日本が貿易自由化

や地域経済統合を政治的にさらに進めていくう

えで，多くの示唆を与えてくれる。まず，「経

済的な損得勘定」から貿易自由化や FTA への

参加に対して反対を唱えている人々について

は，いくら政府が国益論やマクロ経済的な効果

を PR しても，ミクロレベルで損失を被る集団

の不安や一部の人々による激しい抗議活動を沈

静化させることは困難である。むしろ，損害を

被る可能性のある人々の経済的な不安を払拭す

るような施策（例えば調整を容易にするための

雇用訓練，職業斡旋，あるいは期間限定の直接

的な所得補償など）の実施が効果的であろう。

他方，食の安全性や地域コミュニティー崩壊

への懸念といった「非経済的」な理由から貿易

自由化等に反対を唱えている人に対しては，経

済的な手当ではなく，そうした漠然とした不安

や懸念を緩和するような情報提供やメッセージ

を発信することが有効である。政府や地方自治

体が国民や地域住民にむけてこうした情報や

メッセージを発信することの意義や影響を過小

評価することはできない。事実，地元農業へ

の悪影響を理由に地方自治体が「反 TPP キャ

ンペーン」を展開した都道府県では，同地域

の「製造業・サービス産業」の企業経営者で

さえも，TPP 参加に対して否定的な態度を取

る傾向が相対的に強いことが確認されている

（Kuno	and	Naoi,	2015）。

もちろん，これまでに分析されていない経済

的・非経済的要因が貿易政策に対する選好形成

に影響を与えている可能性もある。たとえば企

業の異質性を仮定した「新々貿易理論」と政策

選好との関連性（たとえば従事する企業の規模

や生産性と選好の関係性），物品貿易以外の通

商規律（例えばサービス貿易や投資の自由化あ

るいは知的所有権ルールの調和等）に対する政

策選好の決定要因については，まだ未知の部分

が大きい。保有効果（endowment	effect）や

リスク回避度といった行動経済学的な変数と貿

易政策に対する選好の関係を解明する研究も

多くの可能性が残されている（Tomiura	et	al,	

2013）。また，どうして女性は男性よりも保護

主義的なのか，どうして居住する地域毎に選好

図１　日本の有権者の自由貿易に対する態度（属性別）

（注）値が大きいほど自由貿易に対する支持の程度が高いこ
とを示す。

（出所）ISSP	National	Identity	II,	2003.
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が異なるのか，人々の選好は貿易政策に関する

テレビ・新聞報道からどのように影響されるの

か，こうした点もさらに研究を深める余地があ

る。貿易自由化を支持する人たち，保護貿易を

支持する人たちの人物像をプロファイリングす

る研究の旅はまだ始まったばかりなのである。
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